
サステナビリティ

　当社グループは、企業価値創造の源泉である人的資本への取り
組みを最優先課題の一つとして位置づけており、最高人事責任者
（CHO）を設置し、人材投資戦略を推進しています。

多様性に配慮した職場環境の推進

　当社グループは、開発の大規模化と技術の高度化に対応する
ため人員の増強を図っており、開発体制を支える環境および設備
の拡充に向けた、事業用資産としての不動産取得等の成長投資を
進めております。
　また、人権を尊重する会社風土の醸成と働きやすい環境の整備に
努めており、研修による役職員の意識向上や各種施策の実施を
推進しています。2022年から経営層と従業員が直接対話をする
機会を活用し、質疑応答や意見交換を行うなど、従業員とのコミュ
ニケーションを通じた相互理解を図っており、開催の定例化に
より、社内への施策の浸透や従業員のニーズのより正確な把握に
取り組んでいます。
　今後も、従業員の離職防止およびエンゲージメント向上に向けて、
会社貢献を称えるための社内表彰制度、ハラスメント対策研修の

　代表取締役会長（CEO）が議長を務める人事委員会をおおむね
毎月1回開催し、人材投資戦略について集中的に議論し、方針
および施策等を決定しています。同委員会の議論および決定方針
を踏まえ、CHOおよび人事統括のもと「開発人事部」「東京人事
室」「健康経営推進部」「経営企画部人材戦略チーム」および「人事
業務部」が横断的に連携し、具体的な取り組みを推進しています。

　当社は、従業員のワークライフバランスの実現のため、育児
介護休業の取得推進、事業所内保育所「カプコン塾」の設置、介護
セミナーの実施、テレワーク等による育児介護支援制度の充実等
を図っております。

　当社は、採用段階での女性の積極的採用、管理職候補者に対する
キャリア形成研修および女性管理職の積極登用を行っています。
女性が働きやすい環境づくりとして、産前産後休暇・育児休業や
時短勤務制度の推進のほか、有給での生理休暇制度およびハラス
メント防止のための社内研修等を行っています。加えて、性的指向
や性自認にかかわらず福利厚生制度において平等の取り扱いを
するため、パートナーシップ制度を導入しています。

外国籍従業員の積極活用などの取り組み
　当社は、外国人の積極的採用、外国籍従業員のキャリアアップ
支援と管理職への積極登用および日本語教育プログラム等を
行っています。海外から日本への引っ越しを伴う場合の住居確保
の支援、一時帰国のための特別休暇制度の導入、外国籍従業員の
ニーズを把握するための経営層との意見交換会等を行っています。

事業所内保育所「カプコン塾」
　当社は、社員が安心して子育てをしながら長期的に働き続けら
れる環境を目指しています。その一環として、通常の保育に加え、
自ら学び自ら成長できる子どもの育成を目的とした「カプコン塾」
を運営しています。
　「カプコン塾」は就学前1～2歳の保育に加え、小中学生を対象に
夏休みなどの長期休暇時には、プログラミング教室や開発体験、
親子ランチなど多彩なイベントを実施しています。さらに英語指導
や個別学習サポートなど、子どもの成長を促す「学びの場」を提供し、
働く社員と一体となって子育てを支えています。アフタースクール
としても幼稚園児・小学生を幅広く受け入れており、現在は月極で
23人の子供を預かるほか、延べ495人の一時利用にも対応して
います。（2025年3月末時点）

従業員の健康管理を支援
　健康的な食事を提供する社員食堂のほか、東阪それぞれの拠点
には、産業医面談や健康相談ができるクリニカルルームに加えて、
国家資格を取得したマッサージ師が常駐するマッサージルームを
設置しています。また、職場環境の向上や従業員とのコミュニケー
ション強化に専門的に取り組む「健康経営推進部」を2022年に設置
するなど、従業員等が安心して健康的に働くことができる職場環境
の整備に取り組んでいます。

自己実現を可能にする最先端の設備
　クリエイティブなゲーム開発において、開発者のモチベーション
を左右する最大のポイントは、自分の作りたいものを形にできる
環境が整備されているかどうかです。当社では3Dスキャンやモー
ションキャプチャースタジオ、ダイナミックミキシングステージ、
フォーリーステージなど、常に最先端の開発設備を整備し、クリエ
イターのビジョンの具現化をサポートしています。2023年には、
国内最大級の広さを誇るモーションキャプチャースタジオを備えた
「クリエイティブスタジオ」を大阪市に新設し、稼働を開始しました。
これにより、より自由度の高い表現が可能となり、開発現場における
クリエイティビティをさらに引き出すための環境を整備しました。

働く環境の再整備と向上

人的資本におけるガバナンスとリスク管理

　当社グループは、毎年100名以上の開発人員の増員を推し
進めるとともに、2022年から当社正社員に対し、平均基本年収の
30％増額、業績連動性を高めた賞与制度の導入、株式報酬制度の
導入等の施策を実施し、2025年3月期末の開発人員数は2,846名
となりました。
　2025年4月には新卒初任給を月額30万円に引き上げ、報酬面
での採用競争力を高めるとともに、世界に通用する若手クリエイ
ターの早期発掘・育成を目的とした産学連携施策や、中途採用の
チャネル拡充等の推進により、優秀な人材の確保に努めるほか、
若手育成のためのOJT/Off-JTの充実や、管理職候補者に対する
マネジメント力向上のための研修など、将来を支える人材の育成・
強化を図っています。

将来を支える人材の確保と育成
育児介護の支援

　当社は、従業員のエンゲージメントを把握し、各種取り組みに
活用するため、エンゲージメント指標の把握に努めています。
　仕事に対する自発的行動やポジティブな感情についての指標で
あるワークエンゲージメントは、前期同等の水準となったほか、会社
への愛着等に対する指標であるエンプロイーエンゲージメントも
緩やかに上昇しています。また、離職率は前期より低下し、自己都合
退職者は2.2％となるなど、目標の3.0％程度を達成しており、報酬
制度改定および働きやすい環境づくりへの取り組みが貢献したもの

従業員ニーズの把握とエンゲージメントの向上

充実およびグローバルで利用可能な相談窓口の設置、従業員
向け保養所の提供、その他福利厚生制度の継続的拡充等を行って
います。

人的資本

　今後より一層の開発人員の拡充を図っていくためには、多様な
背景を持つ人材が能力を最大限に発揮できる環境づくりが必要
です。当社グループは、性別、国籍、年齢等に関係なく採用や評価
等を行うなど、多様性のある人材の確保・育成に努めています。

人材の多様性の確保

　これらの結果、当社は社員の21.5％を女性が占め、女性管理職
が当社管理職に占める割合は11.9％であり、また外国籍従業員
の出身国数は36ヵ国、外国籍従業員が当社従業員に占める割合
7.6％となっています。
　当社は、2024年4月に「一般事業主行動計画」を策定し、2029年
3月末までに男性の育児休業取得率85％以上、正社員における
男女間賃金格差（女性正社員の平均賃金を男性正社員の平均
賃金で割った比率）88％以上を目標としています。
　引き続き、多様な背景を持つ人材が活躍できる環境づくりの
ため、各種取り組みの推進と制度拡充を図ってまいります。

と考えています。
　今後も優秀な人材の定着に向けて働く環境の整備を進めます。
➡詳細はP75‐84参照

注） 1. エンゲージメントは、当社従業員（社会保険対象外の短時間労働者を除く）を対象とした
外部業者によるアンケート調査（エンゲージメント・サーベイ）の結果における当社の
偏差値です。詳細は2025年3月期 有価証券報告書をご参照ください。

2. 離職率は、各期首の従業員総数に対する期中に退職した従業員数（期中に入社および
退職した従業員を除く）の割合であり、集計対象は正社員のみです。

決算年（3月期） 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 目標

離職率（単体）（注2） 3.9% 5.4% 3.5% 2.9% 2.8% ―

エンプロイー
エンゲージメント ― ― 51.8 52.1 53.1 55.0

ワーク
エンゲージメント 52.6 51.8 54.4 54.1 54.7 55.0

うち自己都合 3.6% 4.7% 3.2% 2.5% 2.2% 3.0%
程度

2025年3月31日現在

エンゲージメント（単体）(偏差値）(注1)
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